記載例１
（別記第１号様式）

協　議　書
　　年　　月　　日

　

　北海道公営企業管理者　様

                                    　住　所　○○市△条□丁目○×番地

                                    　氏　名 ○○建設　株式会社 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　○○　△△　(
  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１３条第１項及び特定建設資材に係る分別解体等に関する省令第４条の規定により、次のとおり協議します。

記

　１　工事名                ※　契約書の工事名を記載
  ２　協議内容              別記のとおり

記載例２
(別記第２号様式）
変　更　協　議　書
　　年　　月　　日

　北海道公営企業管理者　様

                              受注者  住　所　○○市△条□丁目○×番地

                                    　氏　名  ○○建設　株式会社  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　○○　△△　( 
  　　年　　月　　日付けで契約した次の建設工事について、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第13条第２項の規定により、次のとおり本書２通を作成し、変更協議します。

記

　１　工事番号　※　契約書の工事番号を記載
　　　工事名　※　契約書の工事名を記載
  ２　変更協議項目  　□  分別解体等の方法

                    　□　再資源化等をするための施設の名称及び所在地

  ３　協議内容    別記のとおり

  ４　請負代金額    変更なし

  ５　変更理由　　※　理由を記載（自社都合による等）
注１　変更協議項目で該当する項目の□の部分にチェックをいれること。
注２  ｢再資源化等をするための施設の名称及び所在地｣を変更する場合、変更後の施設について、再資源化等が実施可能な施設であることを確認できる書類を添付すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                      企総第　　　　　　　号

                                                      　　　　年　　月　　日

　○○建設　株式会社  
　代表取締役　○○　△△　　様

承　認　書
　　　年　　月　　日付けで変更協議のあった上記について、承認する。また、この協議を証するため、発注者と受注者とがその１通を保有するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発注者  北海道公営企業管理者  　印
記載例３
(別記様式その５）
変　更　協　議　書
　　年　　月　　日

　北海道公営企業管理者　様

                              受注者  住　所　○○市△条□丁目○×番地

                                    　氏　名  ○○建設　株式会社  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　○○　△△　( 
  　　年　　月　　日付け企総第　　　　号で設計変更の通知があった建設工事について、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第13条第２項の規定により、次のとおり本書２通を作成し、変更協議します。
記

　１　工事番号　※　契約書の工事番号を記載
　　　工事名　※　契約書の工事名を記載
２　変更協議項目 　□  再資源化等に要する費用

□　解体工事に要する費用

□　分別解体等の方法

□　再資源化等をするための施設の名称及び所在地

  ３　協議内容    別記のとおり

注１　変更協議項目で該当する項目の□の部分にチェックをいれること。
注２  ｢再資源化等をするための施設の名称及び所在地｣を変更する場合、変更後の施設について、再資源化等が実施可能な施設であることを確認できる書類を添付すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                      企総第　　　　　　　号

                                                      　　　　年　　月　　日

　○○建設　株式会社  
　代表取締役　○○　△△　　様

承　認　書
　　　年　　月　　日付けで変更協議のあった上記について、承認する。また、この協議を証するため、発注者と受注者とがその１通を保有するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発注者  北海道公営企業管理者  　印
